畜産特別資金融通事業都道府県信用農業協同組合連合会等事業委託要領
（平成２５年５月８日付け２５農畜機第５５１号承認）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益社団法人　中央畜産会
　　　　　　　　　　制定　平成２５年４月１０日付け２５年度発中畜第１７号
一部改正　平成２７年４月７日付け２７年度発中畜第１２号
一部改正　平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第６７号
一部改正　平成３０年６月８日付け３０年度発中畜第７１９号
一部改正　令和３年６月２３日付け３年度発中畜第１２９１号
一部改正　令和５年１２月１５日付け５年度発中畜第４６１９号
第１　この要領は、公益社団法人中央畜産会（以下「中央畜産会」という。）が、独立行政法人農畜産業振興機構の補助の下に、畜産特別資金融通事業実施要領（平成25年２月27日付け24年発中畜第949号-2。以下「事業実施要領」という。）に基づき、畜産特別資金を融通した融資機関に対する利子補給事業等の円滑な実施を図るため、当該事業の一部を都道府県知事が指定した信用農業協同組合連合会又は独立行政法人農畜産業振興機構理事長が適当と認める団体（以下「信農連等」という。）に委託する場合における委託事業の内容、実施方法、受託の方法、委託費の請求方法その他当該委託に関し必要な事項を定めるものとする。

第２　第１の畜産特別資金とは、次に掲げる資金をいう。

１　次に掲げる貸付を終了している資金（以下「貸付終了資金」という。）

（１）大家畜経営活性化資金
（２）大家畜経営改善支援資金
（３）大家畜特別支援資金（平成20年度から平成24年度の間において貸し付けられた資金）
（４）養豚特別支援資金（平成20年度から平成24年度の間において貸し付けられた資金）
（５）畜産経営改善緊急支援資金（平成25年度から平成27年度の間において　貸し付けられた資金）
（６）大家畜特別支援資金（平成25年度から平成29年度の間において貸し付けられた資金）
（７）養豚特別支援資金（平成25年度から平成29年度の間において貸し付けられた資金）
（８）大家畜特別支援資金（平成30年度から令和４年度の間において貸し付けられた資金）
（９）養豚特別支援資金（平成30年度から令和４年度の間において貸し付けられた資金）
２　次に掲げる貸付期間が令和５年度から令和９年度までの資金（以下「特別支援資金」という。）

（１）大家畜特別支援資金（令和５年度から令和９年度）
（２）養豚特別支援資金（令和５年度から令和９年度）
第３　中央畜産会が、信農連等に委託する事業は、別記のとおりとする。

第４　中央畜産会は、第２に掲げる資金についての第３の委託事業に係る委託費の額を示した依頼書（以下「委託依頼書」という。）により委託するものとする。

第５　信農連等は、第４の委託依頼書に基づき、委託事業を受託しようとするときは、委託承諾書（別紙様式第１）を中央畜産会に提出するものとする。

第６　信農連等は、中央畜産会が定めた事業実施要領及びこの委託要領により、第３の委託事業を実施するものとする。

第７　個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第２条第１項に定める個人情報であって、信農連等が受託事業の遂行上保有するもの（以下「個人情報」という。）の管理等については、別紙「個人情報の管理等について」によるものとする。

第８　信農連等は、委託事業を完了したときは委託事業実績報告書（別紙様式第２）を委託事業の実施年度の翌年度の４月10日までに中央畜産会に提出するものとする。

第９　中央畜産会は、第８の委託事業実績報告書に基づき委託費の額を確定した後、すみやかに信農連等に確定額を通知し、支払うものとする。

第10　中央畜産会は、必要があると認めたときは委託事業の実施状況その他必要な事項について報告を求め、又は、実地に調査できるものとする。

附　則

　　１　この委託要領は、独立行政法人農畜産業振興機構理事長の承認があった日から施行し、平成25年4月1日より適用する。
　　２　この委託要領の制定に伴い、畜産特別資金融通事業都道府県信用農業協同組合連合会等事業委託要領（平成23年6月28日付け23年発中畜第299号）、（以下「旧委託要領」という。）は廃止する。

　　３　前項の規定による廃止前の旧委託要領による事業委託に関する諸手続については、この委託要領による手続とみなす。

附　則　(平成27年4月30日27農畜機第336号承認)

この実施要領の改正は、独立行政法人農畜産業振興機構理事長の承認のあった日から施行し、平成27年4月1日から適用する。

附　則　(平成28年５月11日28農畜機第698号承認)

この実施要領の改正は、独立行政法人農畜産業振興機構理事長の承認のあった日から施行し、平成28年４月１日から適用する。

附　則　(平成30年６月８日30農畜機第1560号承認)

この実施要領の改正は、独立行政法人農畜産業振興機構理事長の承認のあった日から施行し、平成30年４月１日から適用する。

附　則　(令和３年６月23日３農畜機第1789号承認)

この委託要領の改正は、独立行政法人農畜産業振興機構理事長の承認のあった日から施行し、令和３年４月１日から適用する。

附　則　(令和５年12月15日５農畜機第5978号承認)

この委託要領の改正は、独立行政法人農畜産業振興機構理事長の承認のあった日から施行し、令和５年４月１日から適用する。

別紙

個人情報の管理等について

　１　信農連等は，個人情報の漏洩、滅失又は毀損の防止その他適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。

　２　信農連等は、次に定める個人情報の利用等を行ってはならない。

　（１）利用目的の範囲を超えて利用、複製又は加工

　（２）利用目的の範囲を超える第三者への提供（中央畜産会が承諾したもの及び既に公知となっているものを除く。）

　（３）利用目的の範囲を超える信農連等の事業所外への移動、持ち出し

　３　信農連等は、個人情報について、漏洩、滅失又は毀損等の事故が発生し又はその危険が生じた場合には、中央畜産会に直ちに連絡し、その指示のもとに対応に当たるものとする。
　４　信農連等は、個人情報を利用する受託業務が終了した場合（中央畜産会が定めた事業実施要領に保存期間を定めるものについては、当該期間を経過した場合）には、適切な方法により当該個人情報を速やかに消去し、当該個人情報が記録されている媒体を破棄する。ただし、中央畜産会が返還を指示し、又は消去・廃棄の方法を指定した場合には、これに従う。

　５　信農連等は、個人情報について開示請求があった場合は、中央畜産会

に直ちに連絡し、その指示のもとに対応に当たるものとする。

別記

委託する事業

１　融資機関から提出された利子補給契約書を取りまとめること。

２　融資機関からの貸付実行報告書及び異動報告書を取りまとめ、審査及び保管すること。

３　中央畜産会から送付された利子補給額等計算書及び異動修正計算書のうち融資機関に係るものを送付すること。

４　融資機関からの利子補給金請求書及び償還状況報告書を取りまとめ、審査及び保管すること。

５　融資機関からの委任による利子補給金の請求、及び中央畜産会から交付された利子補給金を融資機関に送金すること。

６　中央畜産会から交付した利子補給金の返還に関する書類を審査すること。

７　上記１から６のほか融資機関が都道府県等及び中央畜産会に提出する書類の受理及び都道府県等への送付を行うこと。
８　中央畜産会から融資機関に通知される通知文を伝達すること。

９　融資機関の貸付状況等を調査するとともに、経営中止等の事例を的確に把握し、誤って利子補給金の請求を行わないよう指導すること。

10　都道府県等が融資機関について行う貸付状況等の現地調査に協力すること。

11　利子補給事業に係る会議に出席すること。

12　その他中央畜産会が必要と認めて委託する業務を処理すること。

別紙様式第１

令和　　年度畜産特別資金融通事業に係る事業委託承諾書

番　　　　　号

年　　月　　日
　公益社団法人　中央畜産会
　　会長　　　　　　　　　　殿

受託者
住　　所
代表者名　　　　　　　　　　　　印

令和　　年　　月　　日付け　　年度発中畜第　　　号により依頼のありました畜産特別資金融通事業委託につきましては、畜産特別資金融通事業都道府県信用農業協同組合連合会等事業委託要領（以下「委託要領」という。）を了承し、下記により委託事業を実施することを承諾いたします。

記

１．委託事業の実施

　　委託要領第６により実施する。

２．委託事業実施項目

　　委託要領別記による。

３．委託事業実施期間

　　令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで

４．委託費の額

　　委託依頼書のとおり。

５．事業委託実績報告

　　委託要領別紙様式第２により提出する。

６．事業担当者

　　所　　属　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

別紙様式第２

令和　　年度畜産特別資金融通事業に係る委託事業実績報告書

番　　　　　号

年　　月　　日
　公益社団法人　中央畜産会
　　　会長　　　　　　　　　殿

受託者
住　　所
代表者名　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 登録番号
令和　　年　　月　　日付け　　　　第　　　号をもって事業委託を承諾いたしました令和　　年度畜産特別資金融通事業に係る委託事業について、下記のとおり実施いたしましたので、畜産特別資金融通事業都道府県信用農業協同組合連合会等事業委託要領第８の定めるところにより、その実績を報告いたします。
委託費確定額　　　　　  　　　　　　円（消費税等込み）
　うち消費税10％対象 　　　　　　　円　　消費税等　　　　　　円
なお、併せて委託費　金　　　　　　円の支払を請求いたします。
記

１．事業の実施状況

　　令和　　年　　月　　日提出の「令和　　年度畜産特別資金融通事業に係る事業委託承諾」のとおり実施いたしました。

２．委託費の請求額
　　　金　　　　　　　　円（税込）
　（委託費の積算内訳：別紙のとおり）

３．委託費の振込金融機関名等

　　金融機関名
　　預金種目
　　預金口座番号

　　預金口座名義


（別紙）
　委託費の積算内訳
	区　　　　分
	金　　額
	摘　　　　　要

	定額分
	　　　　円
	定額　　　　　　円

	対象融資機関数分
	1 貸付終了資金
	　　　　円
	＠　　　　　円×　　　機関
・大家畜経営活性化資金　 （　　機関）

・大家畜経営改善支援資金 （　　機関）

・大家畜特別支援資金　　 （　　機関）
（平成20年度から平成24年度の間において貸し付けられた資金）

・養豚特別支援資金　　　 （　　機関）
（平成20年度から平成24年度の間において貸し付けられた資金）

・畜産経営改善緊急支援資金 （　　機関）
（平成25年度から平成27年度の間において貸し付けられた資金）

・大家畜特別支援資金　　 （　　機関）
（平成25年度から平成29年度の間において貸し付けられた資金）

・養豚特別支援資金　　　 （　　機関）
（平成25年度から平成29年度の間において貸し付けられた資金）
・大家畜特別支援資金　　 （　　機関）
（平成30年度から令和４年度の間において貸し付けられた資金）

・養豚特別支援資金　　　 （　　機関）
（平成30年度から令和４年度の間において貸し付けられた資金）

	
	2 特別支援資金
	　　　　円
	＠　　　　　円×　　　機関
・大家畜特別支援資金　　 （　　機関）
（令和５年度から令和９年度）

・養豚特別支援資金　　　 （　　機関）
（令和５年度から令和９年度）

	　　　合　　　　　計
	　 　　円
	　うち消費税10％対象　　　　　円
　          消費税等　  　　  円
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